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阪神・淡路大震災:神戸市における死亡者発生要因分析

1.はじめに

2.死亡者発生と建物被害等との関連分析

3.町通単位での死亡者率の分析

4.まとめ
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要約

平成7年1月17日未明に発生した「平成7年 (1995年)兵庫県南部地震」は、未曾有の構

造物被害をもたらし、長期間にわたって発生した火災ともあいまって、 5，500人以上の直

接的な死亡者を発生させた。また、地震発生直後からの応急対応が体系的に実施されなか

ったこと等によって、 900人以上にも及ぶいわゆる震災関連死をもたらす「阪神・淡路大

震災」に発展していった(平成8年12月26日現在、死者数:6，425名，行方不明者数:2名)。

22ヵ月を経過した平成8年11月時点で兵庫県下では、 11万3千棟の公費解体数の約70%に

あたる建築確認申請が受理され、遅々としたベースではあるが被災建物の再建が進みつつ

ある。しかし、建物個々の耐災性に関する調査や提言はなされているものの、地区そのも

のが本来抱えている脆弱性、たとえば、地形・地質と被災度等の分析は、それほど多くは

ない。今後の被災地域の復興や被災地域外での防災対策立案にあたって、個々の被害項目

を対象とした被害発生分析:Damage Assessmentは必須のものである。

阪神・淡路大震災によってもたらされた膨大な人的被害についても、死因に関する分析

や個々人の死に至った過程に関する分析はなされているものの、自然的・社会的な地区特

性等との関連については被害量の膨大さに圧倒され、いまだに被災地域全体を横断的にと

らえた検討はなされていない。

そこで、本研究でははじめに、建設省建築研究所のGIS:地理情報システムを用いて

個々の建物被災度と死亡者発生の関連を分析する。それを踏まえて、地区特性と死亡者発

生率との関連を、神戸市の沿岸6区の町通単位で分析する。

本研究が、震動によって直接的に犠牲となった5，500人以上の方々を慰霊できれば望外

の幸せで、あり、また、二度とこのような犠牲が出ない都市・地域を形成することに役立て

ば、と願っている。
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1 .はじめに

筆者の1人である熊谷は、第4回日米都市防災会

議に参加するため、地震発生の数日前から大阪市

内のホテルに逗留していた。ゴォーという地鳴り

で目を覚ました直後、大きな揺れが襲ってきた。

震動の継続時聞は記憶にないが、揺れが収まりド

アを開けようとした際に、 トイレの洋式便器の全

ての溜まり水が溢れ出ていることに気がついた。

幸いにして停電にはならず、取って返してTVの

電源を入れ、しばらくしてNHKの宮部修アナウ

ンサーが引き筆った表情で「おはようございます」

と放送を始めた。

ホテルの防火戸は閉り、エレベーターも停止し

ていたため、“まずは情報収集"と机の上にあっ

たメモ用紙を片手に、 TVIこかじりついた。はじ

めは、震度情報等が主であったが、そのうちに京

都や和歌山の被害状況等が映像と合わせて流され

るようになり、淡路島での家屋倒壊や生き埋めの

情報、 8時前には淡路島や高速道路の崩壊による

死亡者の発生が報じられるようになった。 8時半

すぎには芦屋市での死亡者1名が報じられ、 9時過

ぎには兵庫県内で14名、大阪府で1名の犠牲者が

出ていることが確定報的に伝えられた。

正午前からは、自治省消防庁が発表した被害速

報の内容がTVにも流され、死亡者および行方不

明者数はウナギ上りに増加していった。図1は、

自治省消防庁からの発表資料に基づいて作成した

死亡者・行方不明者数の推移であるが、発震から

4日目まで1日毎に死亡者数が千人づっ増加してい

ること、行方不明者数が百人以下となるまでに1

週間以上を要したことが指摘できる。したがって、

阪神・淡路大震災による人的被害がいかに大きか

ったか、また、都市活動が活性化していない未明

の発震でほとんどの犠牲者が居宅にいたにもかか

わらず、倒壊家屋の下敷きになった犠牲者の発見

およびその救出・収容作業が困難であったかを物

語っている。

1. 1 死亡者発生状況

人的被害の地域的分布については、新聞等が被

災地域の各警察署が公表した死亡者の従前居住地

や年齢のリストに頼らざるを得なかった時期が約

1ヵ月続いた。震災1ヵ月後の特集記事等で町別の

死亡者数が示され、震後1週間頃から公表された

建物被害分布と驚くほど空間的に一致しているこ

とが判明してきた。

発災後2ヵ月を経る頃には、兵庫県監察医務室

から死亡者の死亡時刻や死因の統計が公表され

た。それによると、 3/4以上が窒息死であり、

95%以上が発震後14分以内の死亡であった。その

後、膨大な人的被害発生の原因を科学的に究明す

べく、「人的被害研究会(代表:太田裕山口大学

教授)Jが被災地域内外の地震学から救急医療ま

でを含む超学際的な専門家によって組織され、死

亡者の発生した世帯へのヒヤリング調査やアンケ

ート調査が精力的に実施されていった。

「人的被害研究会」によるひたむきで当事者に

しか判らない人的被害の実態が、断片的に明らか
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図1 死亡者・行方不明者数の推移(自治省消防庁発表資料による)
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になってきた平成7年12月3日、厚生省大臣官房統

計情報部人口動態統計課が、「平成7年1月から6月

までの聞に市区町村に届けられた死亡届及び死亡

診断書を基に作成された人口動態調査死亡票に

『震災による死亡Jと記載されたJ5，488人(外国
人を含む)の障害発生場所(市区町村)別、死因

別等の集計値を公表した。

図2は、主な市区町別の死因別死亡者数とその

構成比を示している。全体では、77.0%が窒息・

圧死， 9.2%が焼死・熱傷であるのに対して、広

範囲に焼失した神戸市長田区では、約半数の

56.8%が窒息・圧死，約1/3の32.9%が焼死・熱

傷である。一方、多くの家屋が圧壊した神戸市東

灘区での死亡者の87.4%が窒息・圧死であり、犠

牲者の死因は地区毎の被害の様相を明確に反映し

ている。

つぎに、死因別の死亡場所と死亡時刻を図3に

よって見ると、死亡者の81.3%が発災当日の午前

中， 78.9%が自宅で亡くなっている。また、自宅

で亡くなった4，330人の97.4%が発災当日の午前中

の死亡である O 一方、医療施設で亡くなった方は

わずかに8.2%、なかでも診療所では0.4%(全体

で21名)であった。発災当日に診療所の救急外来

部門(軽症)が対応できたのが66%であったこと

(災害医療についての実態調査結果，兵庫県阪

神・淡路大震災復興本部/保険環境部医務課，平

成7年6月)を如実に表わしている。

さらに、図3の2つのグラフを比較すると、両者

の傾向は酷似している。すなわち、窒息・圧死・

頭部等損傷によって死亡した犠牲者が自宅で死亡

した比率と発災当日午前中の死亡比率、および、

全身挫滅・挫滅症侯群による死亡者が病院で死亡

した比率と発災2日目以降の死亡者率はほとんど

同様の数値となっている。したがって、自宅で窒

息・圧死した犠牲者の大半はほぼ即死状態であっ

たことが推察できる。

全

宝塚市 81人
西宮市 985人
芦屋市ー 399人
東灘区1.292人
灘区 851人
中央区 191人
兵庫区 430人
長田区 744人
須磨区 321人
北淡町 38人

(1)死亡者数 (2)構成比
図2 主な市区町別の死亡者の死因(厚生省人口動態統計課資料による)
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1. 2 本研究の目的

「平成7年 (1995年)兵庫県南部地震」の発生

から22ヵ月を経過した平成8年11月時点で兵庫県

下では、 11万3千棟の公費解体数の約70%にあた

る建築確認申請が受理され、遅々としたペースで

はあるが被災建物の再建が進みつつある。しかし、

建物個々の耐災性に関する調査や提言はなされて

いるものの、地区そのものが本来抱えている脆弱

性、たとえば、地形・地質と被災度等との関連分

析は、それほど多くはない。今後の被災地域の復

興や被災地域外での防災対策立案にあたって、

個々の被害項目を対象とした被害発生分析:

Damage Assessmentは必須のものである。

阪神・淡路大震災によってもたらされた膨大な

人的被害についても、死因に関する分析や個々人

の死に至った過程に関する分析や前節で示したよ

うな犠牲者全体を対象としたマクロな分析はなさ

れているものの、自然的・社会的な地区特性等と

の関連については被害量の膨大さに圧倒され、い

まだに被災地域全体守横断的にとらえた検討はな

されていない。

そこで本研究では、はじめに、建設省建築研究

所のGIS:地理情報システムを用いて、個々の建

物被災度や震前の建物用途等と死亡者発生率の関

連を分析する。それを踏まえて、地区特性と死亡

者発生率との関連を、神戸市の沿岸6区の町通単

位で分析する。

以上のような分析によって、阪神・淡路大震災

における人的被害発生に関する要因分析:

Damage Assessmentの一端としたい。

2.死亡者発生と建物被害等との関連分析

膨大な被害をもたらした阪神・淡路大震災の被

害分析や応急対応・復旧・復興支援を目的とし

て、いくつかの研究機関でGIS:地理情報システ

ムが用いられた。このような動向は、①阪神・淡

路大震災の被害量が莫大で空間的にも個々の被害

の分析を行なうことが不可能であること、②1994

年のノースリッジ地震後、カリフオルニア州知事

緊急サービス事務所等の緊急対応機関が被災建物

応急危険度判定等にGISを活用し大きな効果をあ

げたこと、等によるものである。

そこで、本章では、建設省建築研究所が構築し

たGISを用いて、死亡者の震前居住建物の被災度

や用途との関連を分析する。

2. 1 建設省建築研究所のGISについて

「平成7年 (1995年)兵庫県南部地震」発生後、

建設省建築研究所では神戸大学等と協力し、応急

危険度判定など被災状況に関する情報や都市計画

基礎調査など被災前の状況に関する情報などを、

GIS:地理情報システムを用いて整理・分析し、

被災公共団体の復興計画策定等に必要な情報の提

供支援をするシステムの構築を開始した。

このシステムには、ポリゴンとして表わした個々

の建物 (55万9千棟余り)に対して、建物の被災

情報として、日本建築学会近畿支部都市計画部会

と日本都市計画学会関西支部による建物被災度調

査の調査結果(補足調査を兵庫県都市住宅部計画

課が実施)の他、各自治体と建設省が実施した応

急危険度判定調査結果、建築研究所による火災調

査結果など、建物の被災状況調査の主要なものが

ディジタル情報として入力されている。システム

の適用領域は、後に図4-5で示す町丁目別全壊率

ランク図等の範囲であり、人口ベースで約250万

人、面積ベースで、約460胞がが対象となっている。

また、各建物毎に同地震による死亡者の属性，

建物の階数・構造 (13階建て以上の耐火建物」

以下“中高層建物"または“堅牢建物"と呼ぶ，

「その他J 以下“低層建物"または“非堅牢建
物"と呼ぶ)、各自治体の都市計画基礎調査に基

づく建物用途、基本単位区別国勢調査結果(平成

2年)、固定資産税台帳集計結果(神戸市:町丁目

字単位，“KOBE ‘90"と言われている)、都市

計画ゾーニング(旧用途、防火地域指定他)、土

地条件、表層地質などが整備されている。

2. 2 人的被害データの概要

前節で述べたように、建設省建築研究所で構築

しているGISシステムには、阪神・淡路大震災に
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よる死亡者に関するデータが入力されている。具

体的には、死亡者のID、警察署管轄、氏名、年

齢、性別、住所等が記載されたリストを、住宅局

建築指導課を通じて警察庁警備局警備課から提供

を受け、これをデータベース化するとともに、こ

の住所に基づいて、 GIS上のそれぞれの該当する

建物ポリゴンに対して、当該死亡者の 1Dを付与

(場合によっては、 1つの建物ポリゴンに複数の死

亡者IDを付与)したものである。これにより、

死亡者IDが付与されている建物ポリゴンを検索

することにより、この建物ポリゴンに別途入力さ

れている、建物の被災状況、構造・階数、建物用

途などを知ることができ、また、死亡者のIDを

キーとして、データベースから死亡者の年齢，性

別、住所などを知ることができる。

死亡者の住所は、震前に居住していた住所(住

民登録ベース)であり死亡した場所とは限らない

が、地震の発生した時刻(午前5時46分)を考え

ると、一部の例外(現住所が北海道や鹿児島の人

も散見される)を除いて、概ね、現住所と死亡場

所が一致しているものと考えられる。このことか

ら、以下の分析で建物との関連で分析を行う際に

は、特に断らない限り、その死亡者はその建物、

すなわち、震前に居住していた建物で死亡したも

のと見なして分析を行っている。

また、記載された住所に基づいてGISに入力が

可能であったケース (5，225例)については、入

力に当たってのミスなども考えられるが、記載さ

れている住所に基づいてGISに入力した結果か

ら、逆に、 GISに登録されている住所を出力し、

記載住所との比較(町丁目字単位の比較)をした

結果、住所名が異なるものは5，225例中19例であ

り、ほぽ、正確に入力されているものと推定される。

なお、警察庁から提供を受けた死亡者リストは、

平成7年5月8日現在のものであり、その後数回に

わたって追加された死亡者(pわゆる震災関連死)

は含んでおらず、比較的、地震時の建物の物理的

影響(家屋の倒壊、火災等)によって死亡した人

について記載されたものであると考えられる。

GISに入力された死亡者の分布を図4に、また、

「建物被災度調査jにおける被災度の区分を用い

てGISの対象地域内の町丁目別全壊率(正しくは、

全壊棟数率)ランクを図5に示す。

図4と図5を比較すると、死亡者の空間的分布と

全壊率の高い町丁目とが概ね一致していることが

よく判る。

2. 3 死亡者の概要

警察庁から提供を受けた死亡者リストを、市区

郡別性別に集計したものが表1である。リストに

記載の人数は5，471名であり、そのうち5，225名に

ついて、リスト記載の住所によりGIS上で建物を

特定できたことになる。なお、 GIS入力可能であ

った5，225名からは、管轄が“高速隊"であった

死亡者は除外している。また、表1のカッコ内の

数字は、平成2年国勢調査の人口に対する死亡者

数の割合(%)である。

これを見ると、神戸市の垂水区，北区，西区を

除いたいわゆる沿岸6区(東灘、灘、中央、兵庫、

長田、須磨)と芦屋市，西宮市での死亡者率が高

く0.1%を超えている。とくに、東灘区、灘区、

長田区では死亡者率が0.5%を超え、図 5に示し

た大きな被害を受けている地区と概ね対応してい

ることが分かる。また、性別でみると、女性が男

性に比較して2-3割程度死亡者率が高く、女性が

災害時の弱者として過酷な状況であったことが類

表1 市区郡別性別の死亡者数

男性 女性 壬きr冨十
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死亡者の分布図4

全壊率

50% -100% 
25%・50%
12.5% -25% 
。%-12.5% 
全壊建物無し

-・・・口

lOkrn 
圃園、...t'圃『圃圃戸『

o 1 5 

町丁目別全壊棟数率の分布図5
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推される。

つぎに、表2は死亡者リストを年齢階層別に集

計したものである。表2からは、先に述べた死亡

者率の高い神戸市内の沿岸6区と芦屋市，西宮市

のいずれにおいても、 65歳以上の年齢階層の死亡

者率が他の年齢階層の死亡者率に比較して、概ね

5-10倍高いことがわかる。また、年齢階層別の

死亡者数の構成比でみても、いずれの各市区にお

いても、半数前後の死亡者が65歳以上の高年齢層

に属していることが分かる。したがって、先の女

性の他、高齢者という観点からも、阪神・淡路大

震災が災害弱者に対して非常に厳しいものであっ

たものと指摘できる。

2. 4 建物被災度等と死t者との関連

上記の死亡者リストからGIS上の建物ポリゴン

と対応関係のついた5，225例のうち、建物被災度、

建物用途、構造・階数について Iつでも未調査・

不明なもの(建物の構造・階数として“無壁舎"

を含む)を除いた4，885事例について、死亡者の

関係について分析を行った。

(1)建物用途・被災度等と死亡者

表3は、建物用途別(自治体毎に用途分類が異

なるため、“最大公約数"をとった 5分類)建物

構造・階数(堅牢建物，非堅牢建物別)別被災度別

表2 市区別年齢階層別の死亡者数

( )内l土平成2年国勢調査人口に対する百分率 % 

の死亡者数を集計したものである。

表3を見ると、死亡者のうち89.4%(4，885人の

うち4，365人)が低層建物において犠牲になって

おり、その中でも、独立住宅(併用を含む)と集

合住宅(同)での死亡者が95.4%(4，365人中

4，165人)を占めている。これまでに指摘されて

L 、るように、戸建て住宅、長屋、文化住宅等にお

ける死亡者の発生が顕著で、あったことを裏付けて

いる。

つぎに、独立住宅と集合住宅の低層建物につい

て地震による被災程度との関連性をみると、

75.9% (4，165人中3，111人)が全壊建物において

死亡しており、さらに半壊を含めれば80.0%

(4，165人中3，335人)が倒壊した建物で死亡してい

る。独立住宅と集合住宅の死亡者数に大きな差が

ないのは、集合住宅の中にいわゆる文化住宅等が

含まれ、 1棟当りの死亡者数が多かったためと考

えられる。

また、中高層建物については、概ね低層建物と

同様の傾向である。すなわち、独立住宅と集合住

宅の合計では、 53.6%の人が全壊建物において死

亡しており、半壊を含めれば60.2%が倒壊した建

物で死亡しているものの、低層建物に比較すれば

全半壊建物での死亡割合が低くなっている。この

ような傾向は、建物の倒壊による構造躯体等での

圧迫死以外に、建物が倒壊を免れても家具等の転

倒によって圧迫死したものではないかと考えられ

る。

表3 麓前居住建物の用途別被災度別死亡者数

独立|集合!商業|工業|そのI ~~~I t\~~hl ~:'~I--- V~，J 壬Er言十
住宅|住宅!業務|流通| 他

壬き「 奮十 2.48812.1471 1011 581 841 4.885 
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一方、低層建物および中高層建物のいずれの場

合でも、建物の被災度が“軽微な損傷"や“外観

上の被害なし"においても多くの死亡者が発生し

ている。

これは、家具の転倒等が死亡者を発生させたと

も考えられるが、①死亡者リストに記載されてい

る住所は震前のものであり、実際に死亡した場所

とは限らないこと，②日本建築学会等の被災度調

査の際の野帳(大元の野帳は住宅地図)への記載

の際の誤り，③野帳から1/2，500の都市計画基本

図に転記する際の誤り，④1/2，500の都市計画基

本図に記載された被災度をGISに入力する際の誤

り，⑤死亡者住所からGISに死亡者IDを入力する

際の誤り，⑥外観目視による被災度評価の限界、

等の可能性があることを忘れてはならない。しか

し、多くの建物用途で、被災度が“全壊または大

破"または“中程度の損傷"の場合に比較すれば、

相対的に“軽微な損傷"や“外観上の被害なし"

の建物での死亡者数は少ない。

また、建物が焼失もしくは焼損した住所に住ん

でいた死亡者数は、全体で13.3%、652人にのぼ

っており、木造建物がほとんどを占めている低層

建物に91.0%が集中している。一方、火災によっ

て被害を受けた低層，中高層建物別の死亡者の構

成比は低層建物で13.6%(4，365人中593人)、中高

ヘF事。

( 1 )性別

人
600 700 

区3独立住宅
図集合住宅
~業務系用途・E工業系用途
仁コその他

層建物で11.3%(520人中59人)であり、大きな

差はみられない。

( 2 )震前居住建物の用途別の死亡者属性

図6は、神戸市沿岸6区について、死亡者が震前

に居住していた建物の用途別に性別および年齢階

層別の死亡者数を示したものである。低層建物で

は、いずれの地域でも女性の死亡者が男性に比較

して多くなっているのに対して、中高層建物では

東灘区，灘区等で男性の死亡者が多くなっている。

また、灘区においては、低層建物であっても集合

住宅(おそらく、長屋、文化住宅であろう)にお

いて、多くの犠牲者が出ていることが分かる。

つぎに、建物用途別に年齢階層別死亡者数を見

ると、 15-64才のいわゆる生産年齢層の人口は14

才以下の人口ならびに65才以上の人口に比較して

極めて多いため、いずれの区，構造・階数，建物

用途の場合も死亡者数が多くなっている。しかし、

これに比べれば人口の少ない65才以上の年齢階層

の死亡者の数がいずれの場合も非常に多く、災害

弱者の中でもとくに高齢者に対して厳しい状況で

あったといえる。年齢階層と建物用途の関係につ

いて見ると、年齢階層が上がるに従って、独立住

宅で死亡する割合が高くなっている。

内区日 事弔 500 論

( 2 )年齢階層別

図6 震前居住建物の用途別死亡者数
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人目註霊亙]

( 1 )性別 ( 2 )年齢階層別

図7 震前居住建物の被災度別死t者数

( 3 )震前居住建物の被災度別の死亡者属性

図7は、死亡者数を震前に居住していた建物の

被災度別に見たものである。長田区においては、

非常に高い割合で焼失した建物で死亡している人

が多い。性別で見ると、長田区において女性の火

災による死亡割合が高いが、他の区では性別によ

る差は見受けられない。

これらの場合、火災が直接の原因で死亡したか

どうかは定かではないが、図2で示したように、

死亡者の1割程度が焼死・熱傷という状況を考慮

に入れれば、図7一(1)の多くの場合、これに当

てはまると考えられる。神戸市を中心とした老朽

木造密集地域における建物の倒壊による死亡と、

その後の火災の襲来による死亡(しかも、広域避

難中の死亡ではなp)という人的被害発生の構造

において、その典型的な被災地である長田区で、

火災による死亡者が無視し得ないほどに高い割合

を示していることをどのように捉えてL功、なけれ

ばならないか、真剣に検討すべきである。

火災による死亡を除けば、中高層建物の場合に

は、建物が一部損壊以下の被害状況でも、低層建

物に比較して死亡者が高い割合で発生しているこ

とは前に述べたとおりである。

図7一 (2)は、年齢階層別建物被災度別の死亡

者数を示したものである。長田区および兵庫区に

おいては、 65才以上の高齢者ほど火災による死亡

者の割合が高いが、他の区では年齢による差はない。

(4)建物被災度と死亡者率の関係

表4は、 4，885事例について、市区別の死亡者率

(母数は平成2年国勢調査結果)と建物の各被災率

(全壊率、半壊率、被害率、軽微被害率、火災被

害率)を示したものである。また、合わせて死亡

者率に対する各被災率の相関係数を示している。

これを見ると、死亡者率と強い関連があるのは

全壊率であり、全壊率の補助指標である被害率を

除いて、他の被災率指標とは大きな違いがある

ことが分かる。図8は全壊率と死亡者率との関連

表4 市区別の死亡者率と建物の被災率

注，被害率=

日前訂1 ?4日 11.11 

1Umlo揃 1Iり8771JAomli ll制
(令嬢・大磁績数)-(中蒋陪の楢傷椋数") ? 
(全線数)- {(焼損棟数)-(被災度不明枝数))
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図8 市区別の全壊率と死亡者率との関係

を市区別に示したものである。

さらに詳細な検討を進める必要があることは当

然のことではあるが、市区レベルで死亡者率と全

壊率とが比較的高い相関を持つことから、今後、

地震時の被害想定などを行う際に、建物の全壊率

等から人的被害を予測するための一つの基礎的な

資料になりうることを示唆している。なお、神戸

市須磨区が他の市区と比較して死亡者率が低いの

は、死亡者率を算定ヒた地域的範囲と全壊率を算

定した範囲が異なっているためと考えられる。

( 5 )建物被災度と死亡者発生率等

上記の分析をさらに進めて、建物用途を表3の

分類を基本にして、 4，885事例について市区別に、

①死亡者数，②死亡者の発生した建物棟数(死亡

者棟数)，③総棟数 (GIS上でカウントされた棟

数)の3種類の数値を算出し、市区別の全壊率と

①~③の関係を示したものが図9である。

①平均死亡者数1=死亡者数/死亡者棟数

②平均死亡者数2=死亡者数/総棟数

③死亡者棟数率=死亡者棟数/総棟数

④被災率(全壊率、半壊率、軽微被害率、

無被害率、火災被害率)

はじめに、全壊率と「平均死亡者数1Jとの関

連を示した図9一(1)を見ると、中高層建物につ

いては規模の遣いが顕著に現れており、ぱらつき

が大きい。低層建物について見ると、独立・集合

住宅の違いによる死亡者数に大きな差がないが、

全壊率の違いについては、 1人/棟を原点として

6 
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図9 市区別の全壊率と平均死亡者数との関連
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多少右上がりであるように見受けられ、被災程度

によって差があるものと思われる。

つぎに全壊率と「平均死亡者数2Jの関係を図

9一 (2)によって見ると、芦屋市の中高層集合住

宅のような特異なケースを除いて、概ね右上がり

の傾向が見受けられる。建物の用途や構造・階数

を問わずに概算でその増加の傾向を読みとると、

全壊率10%当たりで「平均死亡者数2Jは0.05-

0.06人/棟程度増加していることが分かる。しか

し、構造・階数の遣いについてもう少し詳細に見

ると、独立住宅，集合住宅に関わらずいずれの場

合でも、中高層建物の場合の方が低層建物に比較

して、同じ全壊率では「平均死亡者数2Jが高い

傾向にある。これは、例えば全壊率が同じ10%で

ある場合でも、低層建物における全壊率10%と中

高層建物における全壊率10%とでは、震動の程度

が大きく異なるわけであるから、建物の構造躯体

の倒壊を原因とする死亡ばかりでなく、建物が倒

壊しなくても家具等の転倒を原因として死亡する

ケースが中高層建物の場合には、地震の揺れの増

加に伴って増えてくる結果ではないかと思われ

る。低層建物における独立住宅と集合住宅の違い

はあまり見受けられない。

さらに、図9一 (3)によって、全壊率と「死亡

者棟数率jの関係を見ると、「平均死亡者数2Jの

場合と同様、芦屋市の中高層集合住宅の特異なケ

ースを除いて右上がりの傾向にあり、全壊率の増

加とともに、死亡者の発生した建物の割合が増加

していることが明確に読みとれる。また、建物の

用途や構造・階数を問わずに概算でその増加の傾

向を読みとると、全壊率10%当たり死亡者棟数率

は3.5-4.0%程度増加していることが分かる。低

層建物における独立住宅と集合住宅の違いはあま

り見受けられない。

2. 5 建物被害等との関連のまとめ

以上の分析結果をまとめると、以下のごとくで

ある。

(1)死亡者の空間的分布と全壊棟数率の高い地

域とは、概ね一致している。

(2)男性と比較して、女性の死亡率は20-30%

程度高く、災害時の弱者としての女性が知

実に示された。

(3) 65才以上人口の死亡率も、他の年齢層と比

較して、 5-10倍高い。

(4)死亡者の震前居住建物の約90%は低層建物

であり、その中でも独立住宅・集合住宅が

95%以上である。

(5)独立および集合住宅の低層建物では、死亡

者の80%が全半壊建物である。

(6)中高層建物では、全半壊建物で約60%が亡

くなっており、低層建物より家具の転倒等

による死亡が多いものと推察される O

(7)震前居住建物が焼失または焼損した死亡者

は13.3%，652人であり、その90%以上が低

層建物である。

(8)神戸市長田区では、女性が焼失した建物に

居住していた比率が高い。

(9)市区別に見て、死亡者率と全壊棟数率との

相関係数は0.933と非常に高い。

(10)全壊棟数率が10%上昇すると、総棟数当り

の死亡者数が0.05-0.06人/棟増加する。

(11) 死亡者が発生する建物の比率は、全壊棟数

率が10%憎加すると、 3.5-4.0%程度増加

する。

3.町通単位での死亡者率の分析

前章では、死亡者が震前に居住していた建物の

用途等や被災度との関連を分析し、市区別では全

壊または大破した建物棟数率と死亡者発生率とが

強い関連があること等を指摘した。

しかし、「平成7年(1995年)兵庫県南部地震J

では、いわゆる“震度刊の帯"が出現したことも

あって、「被害が局所的である」という直下型地

震による空間的な被害パターンを裏付けた。局所

的な被害は、図4、5(こ示した死亡者発生地点と町

丁目別全壊棟数率に知実に示されている。

そこで、本章では、地区別の死亡者発生率を対

象として、その高低を左右した要因を探ることと

した。分析に当っては、建物の被害率のみが死亡

者発生率の要因ではなく、市街地状況等の震前の
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社会的な条件も重要な要因であろう、ということ

を考慮、に入れ、地区別のデータが使用できた神戸

市を対象とした。

また、分析の空間的単位として、町丁目が最も

細分化し得るものであったが、

-町丁目単位では、市街地条件等の社会的要

因に大きなバラツキがある

-死亡者発生率を分析することとしたため、

町丁目を対象とすると、それぞれの町丁目

特有の事象に引きずられる

等のおそれがあったため、町通(神戸市の住居表

示では、“町"と“通"とが併用されているため、

以下、分析単位を“町通"という)を分析対象の

空間的単位とした。

3. 1 死亡者が.死に至った状況の把握

第1章第1節で述べたように、 5，000人以上の死

亡者の死因については、監察医や図2-3に示した

人口動態統計の立場から集計・分析されている。

しかし、これらの統計は“死因"を対象としてお

り、“死に至った状況"すなわち圧壊した家屋の

下敷きとなったのか転倒した家具によるものなの

か、等々については言及していない。

そこで、前述の「人的被害研究会」では、死亡

者の住まい方等の社会的条件と死に至った状況と

の関連を探るべく、死亡者が発生した世帯やその

周辺の世帯へのアンケート調査やヒヤリングを精

力的に実施している。しかし、調査の困難さ等が

伴い、必ずしも分析結果の全てが公表されている

とは言い難い。

そこで、本研究では、死亡者の死に至った状況

を住まい方等の側面から把握するために発災直後

に刊行された

-平成7年2月5日号の「サンデー毎日j

毎日新聞社発行

f5000人の鎮魂歌」 朝日新聞社発行

に記載されているそれぞれ152人.95人の計247人

の死亡者に関する記述を利用した。

分析の対象とした247人の死亡者が選択された

基準は、防災専門家の目で選択されたものではな

く、“記者の目"であることを忘れてはならない

が、それを認識しつつ、 247人の死に至った状況

を定性的に捉らえるために([ ]内は例)、

①被災場所[二階建てアパートの一階]

②建物属性[木造二階建て]

③建物被害[倒壊]

④死亡状況[家屋の下敷き]

⑤年齢

⑥性別

⑦死亡時期[救出した後死亡]

⑧死亡した市区町

を基準として、データベース化した。

対象とした247人の内、①被災場所の記述があ

った死亡者は198人であったため、この198人を対

象として集計・分析した。集計結果を表51二示す。

発震が未明であったため、 92.4%が住宅で亡く

なっており、その内89.1%が独立住宅，アパート，

表5 死t者の死に至った状況

肉 晶が胃司蜘 人数

独立住ヨ2・ー 一一8L
ヌィ?了で上ー ー_45
ー文化住吉一.一長屋一一 37 

(1) 住宅 団地一・?ぞ;ィ;ゼョ;ィ 一一lL
一底舗併周住雪之一一一一一 マー一ー _ .5_ 

被
寮県営一一一

2 
住宝

災 一広舗一

ピルー-.-.- 一一2_
場 一阪純高速高架主一一一一 一一一

非住宅 一交番ー
所 ーエもIL

ー製鉄所一一 一_2_ 

一病路院上 一 一一__ 5 

一ー陛一 60 
(② 階数

ー四三階監以ーー卜ー子・・ー i H i 
建

物
構造 1革主5造太一告 今

ー_45_ 
属
性
築年数 -31Uii1壬E正2じtl満卜 - 一_3 

1，1 

会境・倒媛・溺嬢
三隆部分潰れるーー一 34 

(主) ー倒Jj!L去の後焼失一一 5 
建 詮担il記がなL ーユミー
物 半鰭.部4干掲主事 一一-.L
被 儲桁落主一 一一2
害 その他

隣隆家椿かアパらのー延ト焼倒撞一

圧死
-~の:τ敷さーー ← _47_ 

④ 
一家詳具翻訳の主]，1¥主な主iしL一一一一 2 

死
1~ 

土砂崩れ

亡
生き埋め

その他 t 

状
f車羽T 日

ョ;ィ7.!J三/:[ミ漬よされる
況 その他 結鉄A筋~T の支下頭勲部強主打
i主。記載されていない場合があるため①~④の合計は合わない
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文化住宅・長屋であり低層住宅での死亡者が多

い。しかし、すでに起床し路上で亡くなった方が

5名おられることを銘記しなければならない。建

物属性については、半数以上の記載がないが、

「古い木造二階建ての住宅Jで死亡したケースが
多いことが指摘できる。

建物被害では、ほとんどが全壊・倒壊・崩壊で

占められており、その中でも 1/3が「一階部分

潰れる」であったことが注目される。また、詳し

い記述がない75件についても、「家屋下敷きJ、

「天井落下」、「二階の下敷きjが29件もある。

死亡状況については、圧死した犠牲者の内75%が

家屋の下敷きである。

3. 2 死t者率の分析に関する仮説の設定

前節での分析から、犠牲になった方々の典型的

な死に至った状況は、

古い木造二階建ての住宅で、「一階部分が

潰れる」ような建物被害によって「家屋の下

敷きjとなった

と、まとめることができ、さらに、前章での分析

結果を踏まえると、

死亡者の発生のかなりの部分は建物被害に

よって説明され、とくに、「低層建物全壊棟

数率」および「住宅全壊棟数率jとの関連が

強い

と言える。

3. 3 分析用のデータの整備と対象地域

前章および前節での分析を基に、死亡者発生率

を増加させる社会的条件に関する仮説を、以下の

ようにを設定した。

① 65才以上の高齢者が多い

② 木造住宅が多い

③ 長屋住宅が多い

④ 住宅が密集している

⑤ 新建築基準法適用住宅が少ない

⑥ 古い建築年の住宅が多い

⑦ 昭和20年以前に建築された住宅が多い

⑧ 木造賃貸アパートが多い

⑨ 5如、住宅が多い

(1)分析用データの収集・整理

上記の仮説に対応して、表6に示すデータを収

集・整備した。それぞれのデータの出典は、

*1 :平成2年国勢調査結果

*2: KOBE ‘90 

*3 :平成7年1月4日現在の住民登録台帳人口

である。

なお、“KOBE ‘90"とは、神戸市都市計画局

計画課が1990年現在の固定資産税台帳を用いて、

町丁目単位に用途別土地面積や用途別建物延床面

積等を集計したものである O 本研究では、神戸市

都市計画局計画課から使用許可を得た上で、建設

省建築研究所が再集計したものを利用している。

さらに、表6に示したデータの他、建設省建築

研究所が(社)日本都市計画学会関西支部等によ

る被災度調査を町丁目別に集計した結果を用いて、

全壊または大破煉数
全壊棟数率=

全棟数

火災による損傷僚数
火災煉数率=

全棟数

を分析用要因として加えた。また、死亡者発生率

は、前章で分析した警察庁の死亡者リストを町通

IllJ 

表6 死亡者発生率の分析に用いた要因

分析用の要因 作成

J5ま以よム旦二l

盆ムロ二

一長屋丘主総量E底盃益二2

l:¥ 

5Ilnrj:)下仲宗車問宰Uh総函雄二ε

=弓三皇盟主位総面E立.三一一

件宅総l.iE床面積・ 2

叫・平成2年国勢調査結果 本2・KOBE. go 
刈:平成7年l月4日現在の住民登録台帳人口
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別に集計し、

死亡者発生率
死亡者数

総人口キ 3

によって算出した。

( 2 )対象地域の選定

前述のように、分析対象は神戸市とした。しか

し、比較的被害が集中し、また、人口が調密な地

域に限定するために、平成7年2月16日に神戸市が

制定した「神戸市震災復興緊急整備条例」によっ

て指定された“震災復興促進区域"を分析対象地

域とした。“震災復興促進区域"は東灘区から須

磨区にいたる沿岸6区の既成市街地約5，887haであ

り、「すまいづくり、まちづくりを総合的に進め

て行くために、区域内で建物を建てる場合に、事

前に神戸市に届け出が必要jな区域である。

“震災復興促進区域"に含まれる町通を対象と

して、表6に示した分析用要因、全壊棟数率、火

災棟数率、死亡者発生率を算出し、

“KOBE ‘90"に記載されていない町通

.建設省建築研究所が集計した被災度調査結

果に記載されていない町通

-平成7年1月4日現在の住民登録台帳人口が

概ね100人以下の町通

を分析対象から除外し、最終的に413の町通を分

析対象とした。

( 3 )分析用の要因の整理

表6に示した9つの要因聞には、相互の関連が強

いものがあるものと思われる O たとえば、⑤新耐

震基準適用面積率と⑥新規住宅率である。

そこで、はじめに、

②木造住宅率

③長屋率

⑦戦前住宅率

の3要因聞の相関係数を算出したところ、表71こ示

すように3要因間の相関が比較的高かった。

そこで、②木造住宅率と③長屋率を分析用の要

因から除外し、⑦戦前住宅率で代表させることと

した。

さらに、⑤新耐震基準適用面積率と⑥新規住宅

率との聞の相関係数が0.825と高かったため、⑥

新規住宅率を除外することとした。

以上により、町通別の死亡者発生率を分析する

要因は、以下の8要因とした。

Xl:全壊棟数率

X2 :火災被害棟数率

X3: 65才以上人口比率

X4 :狭小住宅宅地専用面積率

Xs:新耐震基準適用住宅率

X6 :戦前住宅率

X7 :木賃住宅率

X8: 1人当り住宅延べ床面積

8要因間の相関係数を表8に示す。

表8によれば、 65才以上人口比率と戦前住宅率

との相闘が強く、分析にあたっては充分注意しな

ければならない。

3. 4 死亡者発生率の分析

死亡者発生率の全般的な分析をする前に、表8

のX2:火災被害棟数率からX8:1人当り住宅延べ

床面積について、死亡者発生率と全壊棟数率と

表7 要因聞の相関

| |命戦前仲宗盗 I(部長犀巡|
| @木i告件宅一都 Lliilli 

|ぽ)毎犀盗 O.14S 

表8 死者発生率分析用の8要因間の相関係数

X， 
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の関係を把握した。分析の方法は、火災等の被害

についてはその有無別に、震前の社会的条件等に

ついては、 413町通の平均値より大きいか小さい

か、とした。それらを図10ー図16に示し(図中の

直線は回帰直線)、特徴を以下にまとめる。

死

量。

① 火災による損傷があると(図10)、全壊

棟数率当り0.3-0.4%の死亡者発生率増

大に寄与する。

② 65才以上人口が分析対象町通の平均を上

回ると(図11)、全壊棟数率当り閃-0.4%

焼失棉獄なし:318町通

o. OJ 

の死亡者発生率増大に寄与する。

③ 狭小住宅の宅地専用面積率では(図12)、

ほとんど差はないが、平均より狭小宅地

が多い町通の方がわずかに死亡者発生率

が下がる傾向にある。

④ 新耐震基準適用住宅率が分析対象町通の

平均より大きい町通では(図13)、わず

かに死亡者発生率が低い。

⑤戦前住宅率が大きい町通では(図14)、

死亡者発生率が高い。

焼失練数あり:95町通

o. 

案。 03

図10 X2:火災による損傷棟数の有無別の全壊棟数率と死亡者発生率との関係

死
事0.03
義。

D 

死
室。

65才以上人口孟0.1536(平均): 197町通 65才以上人口>0.1536(平均):216町通

0.8 0.6 日.7 0.8 

図11 X3:65歳以上人口比率別の全壊棟数率と苑亡者発生率との関係

狭小宅地率孟0.11154(平均): 262町通 狭小宅地率>日 11154(平均): 151町通

図12 X4:狭小住宅の宅地専用面積率別の全壕棟数率と死亡者発生率との関係
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新基準法適合率>0.20569(平均): 172町通 新基準法適合率孟0.20569(平均): 241町通

死
露。
生nn0 
E巨u.uι 

O. 

図13 XS:新耐震基準適用住宅率別の全壊棟数率と死亡者発生率との関係

戦前f主宅率孟O.14068(平均): 252町通 戦前住宅率>0.14068(平均): 161町通

O. 

図14 X6:戦前住宅率別の全壊棟数率と死亡者発生率との関係

木賞住宅率孟0.07362(平均): 240町通 木賞住宅率>0.07362(平均): 173町通
O. 

死
案。
華日 02

-:J U.T正50.6 0.7 0.8 
全壊棟数率

図15 X 7 :木賃住宅率別の全槙棟数率と死亡者発生率との関係

案。

0.6 0.7 日.8

延床/人>33.5019(平均): 150町通 延床/入手33.5019(平均): 263町通
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図16 Xs:一人当たり住宅延べ床面積率別の全壊棟数率と死亡者発生率との関係
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~ 3 IT.f O. 5 O. 6 O. 7 O. 8 
全壊棟数慈

図17 宅地崩壊の有無別の全壊棟数率と死t者発生率との関係

⑥木賃住宅率の平均を境にして(図15)、

全壊棟数率当りの死亡者発生率は0.5%

前後上昇する。

⑦ 一人当り住宅延べ床面積が分析対象町通

の平均:33.5m'の大小で(図16)、全壊

棟数率当りの死亡者発生率は0.2-0.3%

程度減増する。

第2章で述べたように、ここでの分析に用いて

いる全壊棟数率は、(社)日本都市計画学会関西

支部等が目視によって調査した建物被災度調査結

果であり、圧壊か否かの判断はされていない。

一方、昭和23年 (1948年)の福井地震を境に震

動によって倒壊した建物の下敷きで犠牲となった

事例はほとんどなく、また、建物の全壊も地盤の

液状化や地盤崩壊によるものが大半であった。

1983年の日本海中部地震や1993年の釧路沖地震に

おいて見られた地盤の液状化や崩壊による建物の

被害の多くは、基礎の被害によるものであり構造

躯体は保全されていたり、また、建物崩壊の速度

もかなり遅かったものと思われ、重大な人的被害

の発生はほとんどなかった。

そこで、本研究では、

震動自体による建物被害と地盤変動等によ

る建物被害とは、人的被害に与える影響は異

なる

ものと考え、宅地崩壊と人的被害との関連に焦点

をあて、なんらかの形で宅地崩壊を死亡者発生率

に反映させることを試みた。なお、本来、液状化

も対象とすべきであったが、分析対象地域とした

神戸市の沿岸6区での液状化は、ほとんどが人家

宅地崩壊有り:136町通

童日

量。

の少ない埋立地に集中していたこと、および、適

切な調査資料が手元になかったことから、液状化

による建物被害と人的被害の関連に関する分析は

本研究の対象外とした。

宅地崩壊の状況については、平成7年6月に神

戸市が発行した「緊急防災マニュアル」に添付さ

れている区別の地図に記載されている“宅地崩壊

箇所"数を、分析対象の町通毎にカウントし、町

通面積で基準化した。その結果を用いて、宅地崩

壊の有無別に全壊棟数率と死亡者発生率を比較し

たものが図17である。

図17を見ると、宅地崩壊の有無によって死亡者

発生率は大きく左右されており、宅地崩壊のあっ

た町通での全壊棟数率当りの死亡者発生率は

0.5%程度低くなっている。

3. 5 死亡者発生率の要因分析

以上の分析を踏まえて、 413の分析対象町通を

一括して分析することはもちろんのこと、被害の

発生程度に従った分析も必要である。

そこで、

・火災の有無

-宅地崩壊の有無

によって413の町通を分類するとともに、全壊棟

数率によっても分類することとした。したがって、

分析のケースは、

.413町通を一括して扱う(ケースA)

.全壊棟数率別に3ランクに分類

(ケースB-D)

・火災の有無(ケース E-F)

宅地崩壊なし:277町通
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-宅地崩壊の有無(ケースG-H) スで死亡者発生率を低下させる方向に働いてお

・火災の有無と宅地崩壊の有無 り、「大きな住宅は建物周辺に空閑地があり圧壊

(ケース 1-L) 

の12ケースを設定し、死亡者発生率を被説明変数

とする線形重回帰分析を行なった。その結果を表

9に示す。

(1)要因別の分析結果

はじめに、要因に着目して表9を見ていくと、

全壊棟数率と火災被害棟数率は全てのケースで有

意であり、全壊棟数率が低い町通では、建物全壊

より火災が死亡者発生率に寄与していることが判

る。 65才以上人口比率はケースHを除いて有意な

変数ではなく、宅地崩壊があった町通では、 65才

以上人口比率が高いほど死亡者発生率が低下する

という結果であり、仮説とは相反する結果となっ

ている。

狭小住宅の宅地専用面積率も、ほとんどのケー

しやすかったが、狭小住宅は傾いても隣接する建

物にもたれかかることになり圧壊しにくかった」

という推定を裏付けるものとなっている。

また、戦前住宅率や木賃住宅率は、いずれのケ

ースでも死亡者発生率を増大させており、とくに、

全壊棟数率が30%を超えた町通では、木賃住宅率

が高くなることによって死亡者発生率を増大させ

ている。

1人当り住宅延べ床面積は、ケースによって死

亡者発生率を増大させたり減少させたりしてい

る。しかし、いずれのケースにおいても他の要因

と比較して死亡者発生率に寄与する程度は低い。

( 2 )ケース別の分析結果

分析対象の413町通全体をサンプルとしたケー

スAは、自由度調整済み決定係数も大きく、狭小

表9 町通別死亡者発生率の重回帰分析結果
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住宅の宅地専用面積率や木賃住宅率等の要因も寄

与しており、良好な結果と言える。

一方、全壊棟数率のランク別や火災の有無別の

ケースでは、決定係数が低く、また、各要因の t

値も必ずしも有意なものであるとは言い難い。

宅地崩壊の有無別の結果(ケースG.H)は、

pずれも自由度調整済み決定係数が大きく、各要

因が死亡者発生率に寄与する程度も理解できる。

しかし、宅地崩壊があったケース(ケースH)で

165才以上人口比率が増加すれば増加するほど死

亡者発生率は低下する」という一見矛昏した結果

となっている。宅地崩壊があった町通の多くは、

阪急神戸線より上(北)の地区であり、高級住宅

地として知られた地域であるが、宅地崩壊を誘発

するような地区で65才以上人口比率と死亡者発生

率との因果関係について、今後解明していかなく

てはならない。

最後に、火災の有無と宅地崩壊の有無によって

4つのケースを設定した場合は(ケース 1-L)、

「火災有り，宅地崩壊なし」の場合(ケース J)

の決定係数が小さく、有用なものとは言えない。

3. 6 町通単位での分析のまとめと今後の課題

以上の分析をまとめると、

② 死亡者発生にはさまざまな要因が絡み合

っており、個々の要因一つ一つを丹念に

ときほぐす努力を怠つてはならない。

② 阪神・淡路大震災時の神戸市沿岸6区を

対象とする場合には、全体を一括、また

は、宅地崩壊の有無によってケースを分

けることによって、比較的良好な結果が

得られた。

③ 狭小な住宅の集中は、むしろ死者発生率

の低下に寄与している。

等が指摘できる。

今後は、死亡者を一括して扱うのではなく、震

前に居住していた建物の用途や被災度別に分析し

ていくことが考えられる。しかし、この場合には、

死亡者発生率を算出するための母数が不明であ

り、絶対数を対象とせざるを得ないかもしれない。

また、現段階では、死亡者リストによる膨大な分

析や“KOBE ‘90"に記載されている市街地条

件等を駆使して、より分析を深めることが肝要でら

ある。

4.まとめ

本研究では、阪神・淡路大震災による死亡者が

震前に居住していた建物の被災度，用途，構造・

階数と死亡者発生数との関連を分析するととも

に、神戸市の沿岸6区(東灘区~須磨区)におけ

る町通別の死亡者発生率を建物被害度や震前の社

会的条件との関連に着目して分析してきた。

その結果、①震動および火災による建物被害と

死亡者発生には強い関連がある、②相対的に災害

対応力が低い女性や高齢者等の死亡者発生率が高

い、③低層建物と比較して中高層建物では、家具

の転倒等による死亡が多かったと推定される、④

全壊棟数率が10%増加すると、死亡者が発生する

建物の比率が3.5-4%程度増加する、⑤分析対象

地区を町通とした場合、死亡者発生率は宅地崩壊

の有無によって異なる、等々の結論を得た。

今後に残された課題としては、(1)建物被災度

や用途・構造等と死亡者発生との関連をより詳細

に分析すること、 (2)震前に居住していた建物の

用途や構造別の死亡者発生率を町通別等の地区別

に分析する、 (3)液状化等の地盤災害が建物の被

害に及ぼす影響の考慮等々山積している。しかし、

より的確な分析を行なうためには、死亡者の発生

場所に関するデータが不可欠であることは言うま

でもない。

本研究の結果が、阪神・淡路大震災による被災

地域のDamageAssessmentの一環となり、 5.500

人以上の犠牲者の慰霊となれば、また、来るべき

“Big One"による人的被害の軽減に資すること

ができれば、望外の幸せである。
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More出ansix thousands lives were lost in the Great Hanshin-Awaji Earthquake. Around 90% of 

the causes of deaths were related to housing damages such as completely collapsed and burnt 

down. 

In this study，自rstly，we仕y加c1arifythe relations of each victim ωdamage， use and structure of 

building which was living the victim before the quake. 

τbe geographical information system in the Building Research Institute was utilised for this 

analysis. Seconderγ， as part of the damage assessment of the Great Hanshin-Aw司iEarthquake， the 

fatality rate in each district (Chou and Touri) in Kobe City was analysed through building damage 

rate caused by the quake and demographic and socio-economical backgrounds in each district. 

Several conclusions are as follows: 

1)官lefata1ity rate of fema1e was 20-30% as high as male. 

2) 90% of building where fatalities used to live before the quake are low-rise buildings. 

3) In low-rise detached and apartment houses， 80% of fatalities were killed in completely 

and half collapsed buildings. 

4) When the rate of completely collapsed buildings increase 10%，number of death per 

total number of building will increase 0.05-0.06 person/bldgs. 

5) The fatality rate in each district depends not only on the building damage rate but also 

on the ground failure of residentia1 land. 

6) Concentration of small residential houses contribute to decreasing of the fatality rate. 




